
　
本
税
制
は
、
日
本
の
財
産
に
な
る
意
味
あ
る

投
資
と
し
て
Ｉ
Ｔ
に
焦
点
を
当
て
、
先
行
減
税

に
よ
る
景
気
回
復
を
意
図
し
て
い
ま
す
。 

　
対
象
機
器
に
つ
い
て
は
、
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
や

I
P
電
話
な
ど
、
従
来
の
税
制
に
比
べ
範
囲
を

大
き
く
広
げ
ま
し
た
。
す
で
に
Ｉ
Ｔ
＝
パ
ソ
コ

ン
で
は
な
く
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が
不
可
欠
に
な
っ

て
い
る
か
ら
で
す
。 

　
Ｉ
Ｔ
投
資
に
よ
る
経
営
効
果
が
特
に
期
待
で

き
る
の
は
中
小
・
中
堅
企
業
で
す
。
本
税
制
は

す
べ
て
の
青
色
申
告
企
業
を
対
象
に
し
て
い
ま

す
が
、
資
本
金
3
億
円
以
下
の
企
業
に
は
手
厚

い
措
置
を
取
り
ま
し
た
。 

　
一
つ
は
、
減
税
対
象
と
な
る
取
得
価
額
要
件

の
違
い
で
す
。
資
本
金
3
億
円
を
超
え
る
企
業

で
は
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
、
ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア
と
も
に

6
0
0
万
円
以
上
と
し
て
い
ま
す
が
、3
億
円

以
下
の
場
合
は
、
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
70
万
円
以
上
、

ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア
1
4
0
万
円
以
上
と
ハ
ー
ド
ル

を
低
く
し
て
い
ま
す
。 

　
も
う
一
つ
は
リ
ー
ス
も
対
象
に
し
た
点
。
こ

れ
は
資
本
金
3
億
円
以
下
の
企
業
に
限
定
し
た

措
置
で
す
。 

　
取
得
額
の
10
％
と
い
う
減
税
率
は
か
な
り
思

い
き
っ
た
数
字
で
、
対
象
期
間
で
あ
る
平
成
15

年
1
月
か
ら
平
成
18
年
3
月
ま
で
の
減
税
規
模

は
6
0
0
0
億
円
を
予
測
し
て
い
ま
す
。 

　
税
制
は
補
助
金
の
申
請
な
ど
と
違
っ
て
、
特

別
な
手
続
き
は
必
要
あ
り
ま
せ
ん
。
余
計
な
要

件
を
な
る
べ
く
排
除
し
て
、
多
く
の
企
業
に
使
っ

て
い
た
だ
け
る
よ
う
に
し
ま
し
た
。 

　
一
方
で
、
赤
字
企
業
へ
の
効
果
を
疑
問
視
す

る
声
も
あ
り
ま
す
が
、
や
は
り
努
力
し
て
業
績

を
上
げ
、
税
金
を
納
め
て
い
る
企
業
を
応
援
し

た
い
。
た
と
え
赤
字
企
業
で
あ
っ
て
も
特
別
償

却
は
利
用
で
き
ま
す
か
ら
、V
字
回
復
で
利
益
が

出
れ
ば
、
投
資
分
は
十
分
に
回
収
で
き
る
で
し
ょ

う
。 

　
是
非
、
税
制
を
ご
理
解
の
う
え
、
ご
活
用
い

た
だ
き
た
い
と
思
い
ま
す
。
前
向
き
に
投
資
を

し
利
益
を
伸
ば
す
企
業
が
増
え
る
こ
と
を
期
待

し
て
い
ま
す
。 

柔
軟
性
も
つ
大
型
減
税
で
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特  集  特  集  今年今年こそ強い会社会社に変わろう 今年こそ強い会社に変わろう 

課税所得（普通償却済み）500万円の企業（資本金1億円以下の場合）が 
1000万円のＩＴ投資をした例で考えてみましょう。　　　 

ここに注
意！ IT投資促進税制の利用 

70万円～ 140万円～ 

1000万円投資で 
100万円減税 

1000万円投資で 
500万円を特別償却 

10％の税額控除と50％の特別償却の使い分けは？ 

　トータルでは課税が減免される税額控除が有利だが、 
　特別償却は短期的な投資促進効果が大きい 
　・特別償却は減価償却の前倒しなので ｢得をする」わけではありません。 
　　しかし、単年度で見ると資金繰りにメリットがあります。 

税理士・ITコーディネータ 
協同組合アイティー・アシスト 

佐伯　祐司　氏 
税理士事務所のほか、中小企業向け
会計ソフト開発会社を経営。ホーム
ページを通じてコンサルティングや
メールマガジンの配信など、ITと経
営の橋渡しを行っている。 
 
URL　http://www.itsaeki.jp 
Eメール　yuji@itsaeki.jp 
アイティー・アシスト 
　http://www.it-assist.jp/

●10％税額控除の場合 

①減税可能額は？ 

●特別償却50%利用の場合 

　①特別償却できるのは？ 

②減税の上限は？ 　②では納税額は？ 

③では減税額は？ 

所得500万円 所得500万円 

納税額0円 

損金500万円 110万円 

22万円 

IT投資1000万円 

22％ 

20％ 

100万円 

10％ 

○A

○B

IT投資1000万円 

500万円 

50％ 

もちろん、いつも右例のように「特
別償却がトクをする」のではありま
せん。ただ、税額控除は法人税総額
の20％までという上限がありますので、
法人税率が30％のときでも30％×20
％＝6％しか直接資金に影響しません。
一方、特別償却は高額な投資をした
場合には納税額を0円にすることも
可能です。4～5年のスパンでトータ
ルにみれば、減価償却＋減税という
10％の税額控除が有利ですが、資金
繰りが厳しい場合は即効性のある特
別償却を選択するのが良いと言えます。 

1年だけでみた場合、 
投資額が大きければ 
税額0円の可能性が 
あるんだな 

50％ 
償却 

10％ 
減税 

？ ？ ？ 

専門家にきく 

先生 
教えて 
ください 

ハードウェア ハードウェア 

法人税の総額法人税の総額 

今年はここまで 今年の控除可能額今年の控除可能額 今年の控除可能額 

（資本金3億円以下の場合） 

自社 
開発 
ソフト 

（資本金1億円以下の場合） 

20％ 

法人税の総額 

ルーター20万円 

全額損金へ 

来年へ 
もちこし 

→超過分は翌年に控除可能 

IT投資の50％を 
特別償却できるから、 
　1000万円×50％＝500万円 
 
　　減価償却に加算できる額 

投資の10％が減税可能だから、 
　　　1000万円×10％＝100万円 

　　　　　　　　　　減税可能額○A

所得800万円以下だと税率は22％だから、 
　　500万円×22％＝110万円←法人税 

法人税額の20％が減税の上限だから、 
　　110万円×20％＝22万円 

　　　　　　　　　　減税の上限○B

＊○A－○B＝100－22＝78万円は翌年に繰り越して減税対象になる 

0円 

特別償却 

特別償却の500万円を 
損金に算入できるから、 
　　500万円－500万円＝0円 

○B＜○Aなので○Bの分、つまり22万円減税　   
　　　     納税額は110万円から88万円に下がる 

ソフトウェアは合計70万円以上、 
ハードウェアは合計140万円以上が対象 

1 3

4

2 取得価額の10％相当額の税額控除か 
取得資産の50％の特別償却 

税額控除は法人税額の20％まで 

ただし、30万円未満の製品は「少額減価償却 
資産」で全額損金処理ができるので、こちら 
の方が有利 

法人税 

減税上限 

↑ 
↑ 

↑ 

パッケージ 
ソフト 
パッケージ 
ソフト 

税額控除は最大ここまで 

1213 COMPASS 2003.春号 COMPASS 2003.春号 

―
減
税
効
果
を
探
る
―
 

Ｉ
Ｔ
投
資
促
進
税
制

投
資
促
進
税
制
は
 

　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
ど
こ
ま
で
使
え
る
？
 

Ｉ
Ｔ
投
資
促
進
税
制

投
資
促
進
税
制
は
 

　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
ど
こ
ま
で
使
え
る
？
 

Ｉ
Ｔ
投
資
促
進
税
制
は
 

　
　
　
　
　
ど
こ
ま
で
使
え
る
？
 

　
I
T
投
資
促
進
税
制
は
、
平
成
15
年
1

月
1
日
か
ら
平
成
18
年
3
月
31
日
ま
で
に

取
得
し
た
I
T
機
器
に
関
す
る
減
税
措
置

で
あ
る
。 

　
過
去
に
は
、
中
小
企
業
の
ハ
ー
ド
ウ
ェ

ア
投
資
を
対
象
に
、
取
得
価
額
７
％
相
当

の
税
額
控
除
か
30
％
の
特
別
償
却
を
認
め

る
税
制
が
あ
っ
た
が
、
今
回
は
、
対
象
製

品
が
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
を
含
め
大
幅
に
拡
大

さ
れ
、
ま
た
10
％
の
税
額
控
除
か
50
％
の

特
別
償
却
と
数
値
が
大
き
く
な
っ
た
。
ま

さ
に
、「
知
ら
な
い
と
損
を
す
る
税
制
」（
経

済
産
業
省
　
商
務
情
報
政
策
局
　
河
野
太

志
氏
）
な
の
だ
。 

　
資
本
金
3
億
円
以
下
の
企
業
に
対
し
て

は
リ
ー
ス
製
品
も
対
象
と
さ
れ
た
。
リ
ー

ス
総
額

の
60
％

を
ベ
ー

ス
に
10

％
の
税

額
控
除

が
適
用

さ
れ
る
。 

　
10
％
の
税
額
控
除
は
、
例
え
ば

1
0
0
0
万
円
の
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
投

資
を
す
る
と
1
0
0
万
円
の
減
税
が

認
め
ら
れ
る
と
い
う
も
の
。
た
だ
、

法
人
税
額
の
20
％
が
上
限
と
な
る
（
超

過
分
は
翌
年
に
繰
り
越
す
こ
と
が
可

能
）。 

　
50
％
の
特
別
償
却
を
利
用
す
る
と
、

例
え
ば
デ
ジ
タ
ル
複
写
機
50
万
円
（
耐

用
年
数
5
年
、
定
率
法
0
・
3
6
9
）

を
購
入
し
た
場
合
、
初
年
度
に
普
通

償
却
18
万
4
5
0
0
円
と
特
別
償
却

25
万
円
の
合
計
43
万
4
5
0
0
円
が

減
価
償
却
さ
れ
る
。 

　
単
年
度
で
み
る
と
50
％
特
別
償
却

の
効
果
は
大
き
い
の
で
、
資
金
繰
り

が
厳
し
か
っ
た
り
次
年
度
以
降
も
大

き
な
投
資
を
継
続
す
る
場
合
は
有
利

な
面
も
あ
る
。 

　
い
ず
れ
も
最
終
的
に
は
税
務
処
理

と
な
る
の
で
、
税
理
士
と
よ
く
相
談

の
う
え
、
投
資
計
画
を
立
て
た
い
。 

検　証 検　証 


